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下水処理、廃棄物処
理、エネルギー供給
の大規模な拡大

環境サービスが戦後
復興と産業の成長を
支援

持続可能な開発が
世界的な優先事項と
して徐々に浸透

資源不足が深刻化
資源管理を見直し、
経済的・社会的革新
を起こす必要性

ジェネラル・
デゾー社設立

都市化に対応す
るため水道水の
供給を開始

1853
日本に進出

2002

1853-1900 1900-1939 1945-1992 1992-2013 2014
ヴェオリアは自らの
ミッションである 
"Resourcing the 
world" とも調和し、グ
ループの行動の
基本原則を映し出す
パーパスを定義

2019

ヴェオリアの
新たなミッション
Resourcing the world
(地球を資源で満たす ) 

ヴェオリアとスエズとの合弁
合意。グループは
エコロジカル・トランス
フォーメーション  (環境変革) 
のベンチマーク企業となるこ
とを目指す

2021

グループ名を
ヴェオリア・
エンバイロメントに
変更

2003

ヴェオリア  170年の歴史

1 はじめに
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23.7%
売上高占有率

中央 & 東ヨーロッパ 

11.1%
売上高占有率

水技術

20.5%
売上高占有率

10.2%
売上高占有率

アジア太平洋

フランス水事業 & 
ヨーロッパ

有害廃棄物事業

10.5%
売上高占有率

イベリア & 
ラテンアメリカ

4.8%
売上高占有率

 アフリカ- 中東

7.4%
売上高占有率

北アメリカ

9.5%
売上高占有率

北ヨーロッパ

ヴェオリアグループは、世界56ヶ国

での豊富な実績をもち、最も厳しい

環境関連規制要件へも対応可能な

グローバル企業として、世界各地で

お客様をサポートいたします

446億9,200万

ユーロ
世界全体での売上

 (合併後新会社の過去会計年度（2024）
における累積売上高)

215,000人 

世界全体での従業員数 

2.2%
売上高占有率

イタリア &

© Veolia | 無断転載や複製はご遠慮ください

グループの概要

1 はじめに
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脱炭素

● 人々の生活様式や生産方
法を脱炭素化

● 気候変動問題へ適応する
ためのソリューションを
設計

経済 & 資源の再生

● クリーンエネルギーシ
ステムの開発

● 廃棄物を素材やエネル
ギーの形態で再資源化

● 排水やプラスチックの
リサイクルとリユース
を促進

汚染の軽減

● あらゆる種類の汚染を
処理するための多様な
ソリューションを提供

● 有害廃棄物や劣化した
土壌の処理事業者

● 室内空気質に関するス
ペシャリストでもある

© Veolia | 無断転載や複製はご遠慮ください

私たちの主要課題に対するソリューション

1 はじめに
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数字で見る
ヴェオリア
3つの主要
ビジネス  廃棄物処理事業

4,300万人に対し、

自治体に代わって

ゴミ収集サービスを提供

6,500万トンの

廃棄物を処理

57万2,834件の法人顧客

861カ所の

廃棄物処理場を運営

エネルギー事業

4,200万MWhの
エネルギーを生産

4万9,037カ所の

熱設備を管理

608カ所の

冷暖房ネットワークを管理

2,043カ所の

産業施設を管理

水事業

1億1,100万人 に
飲料水を供給

9,800万人 に
下水処理サービスを提供

3,879ヶ所 の
浄水場を管理

3,198ヶ所 の
下水処理場を管理

© Veolia | 無断転載や複製はご遠慮ください

1 はじめに
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主要な数値
日本におけるヴェオリア （2025）

廃棄物処理事業

年間112,000トン の廃プラスチッ

クを処理する能力を保持

年間56,200トン の
廃プラスチック処理を実施

年間30,150トン の
廃プラスチックを再生

年間32,000トンのCO2排出を回避 

年間90,000トン の熱回収をともな

う有害廃棄物の処理能力を保持

エネルギー事業

年間344,500トン  のCO2排出を

回避

年間742 GWh を発電

5ヶ所 の木質バイオマス発電所を

運転管理

1ヶ所 のバイオガス発電所を

運転管理

78ヶ所 の浄水場を運転管理

82ヶ所 の下水処理場を運転
管理

1,050件 の漏水調査を受託

187 の自治体から水道料金
徴収業務を受託

水事業

100件以上 の官需向け
EPC実績（過去5年間）

155件 の民需向けEPC実績
（2006年〜）

21件 の民需向け長期契約
を締結

© Veolia | 無断転載や複製はご遠慮ください

1 はじめに
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日本におけるヴェオリア
水事業からエコロジカル・トランスフォーメーション
（環境変革）への 20年の歩み

2002年から日本で自治体向け水道事業を提供し始め  
産業用水(2008) 、エネルギー  (2015) 

プラスチックリサイクル  (2016) 、産業廃棄物  (2021) 
の分野でも実績を残してきました。

そして、“世界を資源化する ”唯一の企業として
サービスを提供してきました。  

エコロジカル・トランスフォーメーション（環境変革）
の最前線において、ヴェオリアは  

脱炭素と循環経済を通じて
さらなる成長を実現していきます。   

© Veolia | 無断転載や複製はご遠慮ください

1 はじめに
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行動/経営方針：パーパス経営に注力

国連が掲げる持続可能な開発目標 (SDGs) 
の達成に全力で取り組み、
より良くより持続可能な未来 を実現して、
人類の進歩に貢献 する

パーパス（社会における存在意義）

ヴェオリアは、経営・財務 、事業、人財、地域社会、

環境パフォーマンス に対して等しく注力し、同じレベ

ルの要求を課しています。

1 はじめに
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公営企業の状況

2 PPP導入のきっかけを整理

対象人口

出典：R7総務省地方財政白書　
https://www.soumu.go.jp/main_content/000998475.pdf

料金収入の状況（令和 5年度） 企業債発行額の状況（令和 5年度）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000998475.pdf
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官民ともに上下水道事業の従業者数は減少

2 PPP導入のきっかけを整理

対象人口

出典：ChatGPT調べ
※若干の相違はご了承ください
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全産業と比較し、 29歳以下は約 10％少なく、 50-59歳は約7％多い

2 PPP導入のきっかけを整理

対象人口

出典：ChatGPT調べ
※若干の相違はご了承ください
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交付金の要件化を理解する

2 PPP導入のきっかけを整理

対象人口

出典：下水道分野におけるウォーターPPP ガイドライン第 2.0 版　
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf
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耐用年数の考え方

2 PPP導入のきっかけを整理

対象人口

出典：令和 4.4.1 国水下事第 67 号 「下水道施設の改築について」
https://www.mlit.go.jp/common/001110724.pdf

【別表】

https://www.mlit.go.jp/common/001110724.pdf
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耐用年数  = 寿命ではない

2 PPP導入のきっかけを整理

対象人口

出典：国税庁HP　
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/pdf/2100_01.pdf

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/pdf/2100_01.pdf
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PPP成功のために解消すべき「認識のズレ」

3 企業を本気にさせるためには

対象人口

◇民間側の視点（現実）
● 既存業務の受託企業

○ 業務の急激な変化やリスク分担への不安
● 新規参入の検討企業

○ 市場の開放性や、導入目的の明確さ
○ 公平な競争環境か

◇行政側の視点（理想）
● 財政支援（交付金）の最大限の活用
● 民間ノウハウ導入による、漠然とした不安の解消

と課題解決

認識のズレ

◇目指すべき姿の例
● 一方的な要望（Ask）ではなく、パートナーとし

ての目標共有（Share）へ
● サウンディングは「アイデア募集」ではなく

「実現可能性の確認」の場とする
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お団子で事業を考える

3 企業を本気にさせるためには

対象人口

草
団子

ゴマ
団子

新味
誕生

さくら
団子

合体

草
団子

ゴマ
団子

さくら
団子

串刺し

草
団子

ゴマ
団子

さくら
団子

竹串

味変わらず、串代が増加

オプション①  金の串

オプション②  銀の串
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色で事業を考える

3 企業を本気にさせるためには

対象人口

合体

茶色
エリア

青色
エリア

緑色
エリア

白色
エリア

茶色
エリア

茶色
エリア

茶色
エリア

茶色から変化なし

合体
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市の概要

かほく市⇒

◆かほく市は、石川県のほぼ中央に位置
◆平成16年3月に高松町、七塚町、宇ノ気町
　の3町が合併し誕生
◆人口は約3万6千人

◆平成25年度より水道、公共下水道、農業
　集落排水施設の維持管理業務を一元化

4 かほく市上下一体化事例
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施設整備がほぼ完了してから旧 3町が合併
同規模の自治体に比べ、施設数が多い

事業名 水道事業 下水道事業 農業集落排水事業

施設数

浄水施設　 2箇所 
（鉄マンガン除去施設）

送水施設 　4箇所
配水施設 　7箇所
深井戸　 12箇所

浄化センター 　2箇所
場外ポンプ場　 2箇所

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場　 32箇所
雨水ポンプ場　 1箇所 

浄化センター　 12箇所
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場 　46箇所

供用開始年 S31～S49 H2～H3 S61～H11

管路延長 350km 250km(雨水含む) 50km

人口普及率 99％ 99％

施設の概要

4 かほく市上下一体化事例
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包括的民間委託の範囲の変遷

4 かほく市上下一体化事例

挫折

お団子手法
色手法

松竹梅
の法則
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フランスの DSP契約形態

5 ペルピニャン上下一体広域化事例  

出典：内閣府_フランスの水道分野における事例の最新動向について
https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/houkoku/report/pdf/h30kaigai_suidou.pdf

アフェルマージュが、日本のコンセッションに類似
● 日本では20年契約が主流
● フランスでは8年契約が平均

https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/houkoku/report/pdf/h30kaigai_suidou.pdf
https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/houkoku/report/pdf/h30kaigai_suidou.pdf
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フランスの広域化の動向

上下水道運営はコミューン、事務
組合、広域連合体のいずれかの
単位で実施していた

ノートル法により、事業の権限を
広域連合体に移譲していくこと
が義務化

コミューン単
位 事務組合単位

広域連合体単位

広域連合体単位

2020年以前

日本と類似した市町村経営
2020年以降の方向性

広域的な運営が義務化

2015年の法改正に
より、広域的運営が
義務化

● 従来、上下水道事業の権限は ①コミューン、②事務組合、③広域連合体のいずれかが実施

● 2015年８月ノートル法が成立、上下水道事業の権限を原則 広域連合体に 2020年１月までに移譲することを義務化

● しかしながら、地方の反対意見もあり、広域連合体への権限移譲に反対するコミューンが一定数ある場合は、 2026年まで移
譲期限を延期するなどの経過措置も導入された。

出典：EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社　福田氏講演資料

5 ペルピニャン上下一体広域化事例
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３６自治体の上下水道一体的な DSP契約

5 ペルピニャン上下一体広域化事例

◇導入の背景
● ペルピニャン広域連合体（36自治体）では、水道と下水

道運営に関わるDSP契約を2024年から開始
● 2026年を期限とされるノートル法（2015年）に先んじ

て、広域連合体を2011年に成立、約10年間をかけて念
入りに準備

ヴェオリア（８）

ソー（１４）

直営（１３）

直営–ヴェオリアに委託 ※（１）

スエズ（１）
※DSP契約とは異なるサービス委託（日本にお
ける3～5年の維持管理業務の委託契約に類
似）

2023年末までの上下水道の管理状況

合計３６自治体

（約２７万人）

◇DSP契約の概要
● 契約期間：12年間（2024年-2036年）
● 契約金額：約6億ユーロ

　　　（約990億円（1€=165円換算））
● 契約者：Eau Agglo（ヴェオリアによるSPC）
● 対象人口：約27万人
● 業務：水道＆下水事業の経営、維持管理、更新
● 5社が参加（フランス企業4社、スペイン企業1社）
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提案のポイント

5 ペルピニャン上下一体広域化事例

◇経営
● SPCは162名の職員
● 信頼性、透明性、効率性の向上
● 462M€の地元企業への発注
● 移動式サービスセンターの導入

○ 住民目線の顧客サービス

◇管路に関する事項
● 下水道再生水の活用（洗浄水など）

○ 渇水対策
● 不明水対策の実施

○ 管路内での流量測定
○ 雨天時オーバーフロー対策

● 漏水検知犬の活用
○ 衛星検知との組み合わせ
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実施体制

5 ペルピニャン上下一体広域化事例

● 各部門ともに上下水道共通人員
○ ただし、施設管理と管路管理の共通人員は存在しない

施設管理： 48名 管路管理： 59名

顧客サービス： 24名

経営 /KPI管理： 29名
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ご清聴ありがとうございました

お困りごとがあれば、お気軽にご相談ください

ヴェオリア・ジェネッツ㈱　官需水事業本部
フジ地中情報㈱　上下水道管路 PPP事業部

藤岡　祐

連絡先
◆メール：yu.fujioka@veolia.com

◆電話：03-6858-3300（代表）080-4363-9648（直通）


